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名称 一般社団法人 日本自動車部品工業会（略称：部工会）

目的
自動車部品に関する諸課題に取り組み、我が国自動車部品工業の
発展を図り、もって我が国経済の発展と国民生活の向上に寄与するこ
とを目的とする。

沿革
1938年 全国自動車部品工業組合連合会
1969年 社団法人 日本自動車部品工業会
2011年 一般社団法人 日本自動車部品工業会

会員企業数
427社（2021年4月1日現在）
正会員：自動車部品メーカー 369社
準会員：自動車部品販売者等 58社

１．日本自動車部品工業会の概要
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自動車を安全・快適に走行させるために、ひとつひとつの高品質な部品が大きく寄与。
自動車部品産業を取りまく環境は一段と厳しく、構造変化の対応、環境問題への
対応、国際協調の促進など多くの課題を抱えており、部工会では、会員会社と共に
総力をあげて、これらの問題に前向きに取り組んでいる。
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【方針】

• 部工会は、2050年カーボンニュートラル達成を見据えた、2035年
のグリーン成長戦略の達成に向けて、自動車業界の一員として、全
力でチャレンジする。

• 日本の製造業の根幹を揺るがしかねない当課題の解決に向け、部工
会は特に下記を重視し、自動車業界が更なる発展につながるよう、
行動する。

2．カーボンニュートラルに向けた部工会の方針

＜前提＞

日本のエネルギー政策が国際競争力のある脱炭素化に移行すること

＜重視するポイント＞

✓ 国際競争力の強化

✓ 裾野の広いサプライチェーンのものづくり力の維持

✓ 国内の生産・雇用の確保
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自動車全体
60.7兆円

（91.3万人）

全製造業
319兆円

自動車
60.7兆円

（91.3万人）鉄鋼

非鉄金属

金属製品

その他

一般機器

電気機器

化学

部品
35.1兆円(57.8％)      

(68.6万人(75.1％))

自動車部品産業位置づけ

自動車(含二輪)    
25.0兆円 (41.1％)

(20.6万人 (22.6%))

（出所：経済産業省「工業統計」）※自動車産業は、「自動車製造業」「自動車車体製造業」「自動車部品製造業」の合計(その他輸送機械を含まず）。

車体
0.7兆円(1.1％)

(2.0万人(2.2%))

3．自動車部品産業の位置付け・重要性①（国内）

自動車産業位置づけ※
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 自動車産業は製造業の２割を占める最も大きな産業。
 自動車産業全体のうち、部品産業の出荷額は57.8％の35.1兆円、従業員数は

75.1％の68.6万人を占め、自動車産業のものづくり、新たな価値創造に貢献。
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自動車部品産業は、自動車の海外展開・生産とともに海外生産を拡大。
部工会会員の2019年度の海外売上は国内と同規模にまで達しており、海外での自
動車のものづくりにも、大きく貢献している。

3．自動車部品産業の位置付け・重要性②（海外）

海外
19.0兆円
(50.4％)

国内
18.7兆円
(49.6％)

（出所：部工会「出荷動向調査」、「海外事業概要調査」より部工会作成）

合計
国内+海外

24.0兆円

合計
国内+海外

37.7兆円

国内
17.8兆円
(74.2％)

海外
6.2兆円
(25.8％)

【2010年度】

【2019年度】
＜海外生産拠点の内訳＞

地域・国 構成比率

アセアン 35％

中国 19%

インド 8%

北米 21%

欧米 9%

南米 2%

その他 6%
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完成車メーカー

総合系自動車部品メーカー

エ
ン
ジ
ン

部
品

駆
動

足
回
り

車
体

外
装

内
装

そ
の
他

総合系部品
メーカー

専業系部品
メーカー

汎用品等（ねじ、ばね、軸受、プリント配線基板・・・）

加工（プレス加工、塗装、切削、熱処理・・・）

材料（鉄、特殊鋼、アルミ、樹脂、プラスチック、ゴム・・・）

工場・事業所向けのサービス業、運送業等

基盤系メーカー

自動車製造

自動車部品
製造

電気機械器具

非鉄金属

鉄鋼

金属製品

化学工業

プラスチック・ゴム

電子部品

生産用機械

4．自動車部品産業の特徴① 多様性
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自動車産業は、重層かつ裾野の広い産業で構築され、かつ密接なサプライチェーン
を築いており、その波及効果は非常に大きい。



＜中小規模の企業のインパクト＞

中小企業：
6,316事業所

(93.8%)

大企業：
417事業所(6.2%)

4人～300人未満

大企業：
40.9万人(59.6%)

【従業員数】

【事業所数】

【製造品出荷額】

自動車部品産業では、「従業員300人未満」の中小規模の企業が事業所数
９割以上を占め、雇用4割を創出し、製造品出荷額2割以上を占める。
自動車部品産業は、中小企業のものづくり力によって支えられている。

中小企業：
27.7万人

(40.4%)

中小企業：
8.0兆円

(22.7%)

大企業：
27.1兆円(77.3%)

（出所：経済産業省「工業統計」、部工会調査）

 中小企業は国内事業依存が高く、
国内の自動車産業が縮小すると、より
多くの中小企業に甚大な影響がある。

＜部工会会員のグローバル展開状況＞

海外拠点あり
264社
(61.8%)

海外拠点なし
163社
(38.2%)

中堅・大企業
36社
(22.1%)

中小企業：
127社
(77.9%)

4．自動車部品産業の特徴② 多くの中小企業
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 カーボンニュートラルへの対応により、多くの領域が影響を受け、電動化に対応した
事業転換と内燃機関関連領域の効率化の両面での対応が求められる。

品目別出荷額
18.7兆円

自動車部品
出荷額
(億円)

構成比率

1
エンジン部品

24,303 13.0%

2
電装品・電子部品
(エンジン関係)

22,463 12.0%

3
駆動・伝導・
操縦装置部品

42,469 22.7%

4
電装品・電子部品
(車体関係)

31,513 16.8%

5
懸架・制動装置部品

7,769 4.1%

6
車体部品

46,051 24.6%

7
用品

4,125 2.2%

8
情報関連部品

7,733 4.1%

9
電動車両用部品
(HV/FCV/EV)

1,065 0.6%

合計
187,491 100%

自動車の電動化に移行した場合に
影響が大きい領域 ※内燃機関に関連した部品

エンジン部品
13.0%

電装品・電子部品
（エンジン関係）

12.0%

駆動・伝導・
操縦装置部品

22.7%電装品・電子部品
(車体関係)

16.8%

懸架・
制動装置部品

車体部品

用品

情報関連
部品

4．自動車部品産業の特徴③ 電動化の影響を受けやすい領域

（出所：部工会「出荷動向調査」）
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第９次「環境自主行動計画」
＜数値目標＞

＜取り組み事項＞
１．地球温暖化対策
(1)製品の開発設計段階における CO2排出量削減の取り組み
• LCA評価手法の業界標準化（CO2低減効果の算出評価等）に取り組み、部品の軽量化、性能・効
率の向上、新システム・新素材の開発等を推進する。

(2)製品の生産段階における CO2排出量削減の取り組み
• 各種CO2対策情報や省エネ技術の共有化によるCO2排出量削減対策推進
• 再生可能エネルギーの導入の積極的推進

２．循環型経済社会の構築
３．環境負荷物質の管理
４．環境効率の追求
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2030 年度 CO2 排出量
• 2007 年度比で28.6％削減を目指す。（エネルギー政策等の変更があった場合には、見直す）

2025 年度 産業廃棄物
• 最終処分量 3.6 万トン以下の維持にチャレンジする。（2000 年度比で 75％削減に相当）
• 再資源化率 85％以上にチャレンジする。（再資源化率に有価発生物含む）

（2021/4/1～）

 1996年より、部工会としての環境保全のための「自主行動計画」を定め、会員会社
に環境対策の推進を要請し、支援を図ってきた。

 今年度、第9次計画を策定し、2025年度・2030年度に向け活動を継続している。

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

5．部工会の環境問題への取組み



6．自動車部品業界におけるカーボンニュートラルに向けた課題及び要望①
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•製品のLCA、サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルの達成には、
クリーンな電力の安価・安定的な活用は喫緊の課題。

• また、国内企業のカーボンニュートラルの取組が世界でも認められる
ような国際議論が不可欠。

①公平な国際競争環境の整備
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【要望】

➢国内における安価で安定したカーボンニュートラル電力の供給

➢アジアでのインフラ整備支援など、海外でのカーボンニュートラル
電力活用支援。

➢カーボンプライシング、炭素国境調整措置、排出計測方法、LCA
評価方法、評価基準等に関する産業界の意見を踏まえた検討、
国際議論への反映。
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• 多様で裾野が広く、中小企業が多い自動車産業のサプライチェーン
においては、カーボンニュートラル製品・材料の調達や技術導入、コスト
面での対応が、企業単独では困難。

• 製造プロセスのCO2排出削減取組の共有、海外を含むサプライチェーン
見直し、企業連携による工程最適化等、サプライチェーン全体での
取組みや、国等の支援が重要。

②サプライチェーン全体でのものづくりでの
カーボンニュートラルの取組み
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【要望】

➢製造プロセスのCO2排出削減技術、リサイクル・リユース技術等の開
発支援及び設備投資支援。 特に中小企業に対する支援の充実。

➢再エネ配分等における事業規模・地域性等に応じた優遇措置。
特に中小企業の負担軽減への配慮。

6．自動車部品業界におけるカーボンニュートラルに向けた課題及び要望②
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③自動車産業の構造変革への対応
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•激しい国際競争の下、電動化・新領域への移行と内燃機関関連領域の
効率化の両面での対応を適切に行えなければ、日本の自動車産業の
喪失・弱体化に繋がりかねず、これまでにない速度での対応が必要。
特に国内で製造・展開を行う多くの中小企業にとっては、より深刻。

【要望】

➢産業界の意見を踏まえたエネルギー政策・産業政策の具体的な
ロードマップ・計画の早期作成・共有。

➢電動化・新領域に必要となる技術開発、人材の育成・確保への
支援。特に中小企業に対する支援の充実。

➢内燃機関関連領域の効率化への支援、事業転換の支援、事業
再構築に伴う企業間連携・再編等の環境整備。

6．自動車部品業界におけるカーボンニュートラルに向けた課題及び要望③




